
８.子どもの自殺問題について 

 

警察庁などによると、令和4年の全国の児童生

徒の自殺は 514 人で最多となりました。対前年

比で 40 人の増。内訳は、小学生 17 人、中学生

143 人、高校生 354 人でした。家族の証言など

を基にした自殺の原因・動機は、家庭問題が 114

人、健康問題が 129 人に対して、学校問題が

281人で一番多くなっています。学校問題の中で

は、学業不振 83 人、進路に関する悩み 60 人、いじめ以外の学友との不和 49

人、入試に関する悩み 37人などが上位ですが、教師との人間関係という原因も

8人います。 

まず、はじめにこどもの自殺をゼロとするため、県としてどのように取り組ん

でいかれるのか、知事にお尋ねします。 

文部科学省は、子どもの自殺を予防するため、平成 21 年に「教師が知ってお

きたい子どもの自殺予防」、平成 22 年に「子どもの自殺が起きたときの緊急対

応の手引き」、平成 26 年に「子どもに伝えたい自殺予防」を作成し、学校におけ

る子どもへの自殺予防教育を進めてきました。また、平成 29 年には政府の「自

殺総合対策大綱」が改訂され、「SOS の出し方教育」の推進が盛り込まれていま

す。 

そこで、本県の小中高校において自殺予防教育はどの程度実施されているの

か。公立の小中高校と私立の小中高校別にその実施率を、それぞれ知事、教育長

に伺います。 

「SOS の出し方教育」については、さいたま市が先進的に取り組んでおり、小

 



学校 1年から高校 1年までの各学年で「出し方教育」を必修にしています。また、

千葉県教育委員会など自殺予防のための啓発リーフレットを独自に作成し、ホー

ムページに公開している県教委もあります。いずれも子どもを自殺から守ろうと

いう熱意が感じられる取り組みですが、こうした先進的かつ独自な取り組みを福

岡県教育委員会は実施しているのか、教育長にお尋ねします。 

「自殺予防教育をどう実施したらよいか分からない」という教育現場の声にこ

たえ、文科省は令和 6 年度に「自殺予防教育の指導モデル」を開発する方針と聞

きます。都道府県などを公募し、協力しながら現場が導入しやすい授業や教材の

開発を進めるとのことですが、県教委としても「指導モデル」開発に国と協力して

はどうかと考えますが、教育長の見解をお尋ねします。 

次に「指導死」について伺います。「指導死」とは、教職員の不適切な指導で児

童や生徒が精神的に追い詰められ自殺することです。平成 19 年に「指導死親の

会」を設立した、同会共同代表の大貫隆志さんがつくった言葉です。文科省の自

殺の原因・動機の分類には含まれていませんが、教師の不適切な指導による自殺、

「指導死」について、教育評論家の武田さち子氏は平成以降 100 件以上起きて

いると指摘しています。 

平成 29年 3 月、福井県池田町の中学校で 2 年生の男子生徒が校舎 3階か

ら飛び降り自殺しました。宿題の提出や生徒会活動の準備の遅れを、担任と副担

任から何度も強く叱られたことが原因でした。有識者による調査報告書を読むと、

周囲が身震いするほどの大声で怒鳴る。副会長として頑張っていた生徒会活動

を「辞めてもいいよ」と突き放す。 

生徒は叱られて土下座しようとし、過呼吸にもなりました。管理職や同僚の教

員はうすうす問題に気付きながら、進んで解決に動きませんでした。生徒は自尊

心を傷つけられ、無力感にさいなまれ、逃げ場を失いました。 



この事件をきっかけに、文部科学省は同年 10 月、「池田町における自殺事案を

踏まえた生徒指導上の留意事項について」と題する通知を全国の教育委員会な

ど学校設置者に出しています。教職員による体罰や暴言等、不適切な言動や指導

は許されないことを改めて指摘するとともに、学校設置者に対して、生徒指導上

の不適切な対応が原因で児童生徒の自殺が起きた時、基本調査だけでなく詳細

調査を行うことを指示しています。 

また、文科省は生徒指導に関する学校・教職員向けのガイドラインである「生徒

指導提要」を令和 4 年 12 月に改訂しました。改訂版では、指導死した児童生徒

の遺族でつくる「安全な生徒指導を考える会」の要望を受け、不適切指導の実例

が記されました。 

昨年 12 月議会の一般質問で我が会派の井上寛議員が「教員の不適切指導に

ついて」質問しました。その際、教育長は、県立学校において、生徒の自殺に教員

の不適切指導が疑われる場合、学校において基本調査を行い、保護者から不適

切指導が自殺の原因との訴えがあった場合は、県教委が主体となって詳細調査

を実施する必要があると考える、と答弁されました。 

教員の不適切指導が自殺の原因となった場合の詳細調査の実施は、「子供の

自殺が起きたときの背景調査の指針」に定められており、国の指針として実施し

なければならないものです。 

同指針には、詳細調査の組織は、「第三者的な立場の機関に意見を求めたり、

外部専門家等の意見を求めたりして、その意見を尊重する体制とすることが望ま

しい」としています。また、同指針には詳細調査の組織の設置までに時間がかか

る場合、「アンケート調査や聴き取り調査を、調査組織による詳細調査に先行して、

緊急的に実施するかどうかを判断する」とあります。 

そこで教育長へ質問します。 



1 点目に、本県では、教職員の不適切な指導や行き過ぎた指導によって自殺し

た児童生徒、いわゆる指導死を疑われる児童生徒はいたのか。いたとすれば、県

教委や市町村教委がどのような対応を取ったのか、また、県内児童生徒の自殺を

ゼロとすするためどのように取り組んで行かれるのか、教育長にお尋ねします。 

2 点目に、本県の場合、第三者的な立場の機関や外部専門家等はどのような

機関や立場の方になるのか。アンケート調査や聴き取り調査を先行実施する用意

はあるのか。教育長にお聞きします。 

指導死は決してあってはならないことです。生徒指導提要改訂版を基に適切

な生徒指導の在り方について教職員研修を充実していただきたいと考えるが、

教育長の見解を求めます。 

 

【服部知事の答弁】 

①子どもの自殺をゼロとするための取組について 

県では、「福岡県自殺対策計画」の中で、総合的な自殺対策の推進や子ども・若者の自殺

対策の推進などを取組の柱として掲げ、子ども・若者の特性に応じた支援に取り組んでいま

す。子ども・若者は、困難に直面したとき、不安や心配を一人で抱え込む傾向があることが

指摘されているため、まずは、相談しやすい環境整備が重要であると考えています。 

このため、24 時時間対応の自殺予防電話相談窓口に加え、子どもや若者が日常的に利用

している SNSを活用した相談窓口を開設し、相談者の抱える不安な気持ちや悩みを丁寧に聴

き、必要に応じて支援機関の紹介などを行っています。 

今年度は 1月末までに 4,500件以上の SNS相談に対応し、うち約 45%は小中高生からの相

談となっています。 

また、相談支援をする中で、子ども・若者の相談者の多くは、孤独・孤立の状態にあるこ

とや、リアルな場での交流には抵抗を感じることが明らかとなったため、昨年 8月、メタバ



ースを活用した居場所を新たに開設しました。これまでに延べ 21 人の中高生が参加し、ア

バターを使って自分の思いを吐き出したり、同じような悩みを抱える人と思いを共有したり

しています。 

このほか、「児童生徒に対する教育」や「いじめ・不登校対策」、「困難な問題を抱える子

ども・若者に対する支援」など、全庁横断的に取り組むべき課題があります。このため、教

育庁を含む関係部署で構成する連絡会議で協議を重ねながら、引き続き、子どもの自殺を予

防するための取組を進めてまいります。 

②私立学校における自殺予防教育の実施状況について 

各私立小中高校では、「命の大切さ」をテーマに、道徳や保健、総合的な探究の時間、あ

るいは私立学校ならではの宗教の授業、外部講師による講話などが行われており、自殺予防

教育の実施率は小学校、申学校、高校ともに 100%となっています。 

 

【吉田教育長の答弁】 

③公立学校における自殺予防教育の実施状況について 

本県においては、道徳や特別活動、スクールカウンセラーを活用した特設授業等において、

児童生徒の発達段階に応じ、自分や他者の命を大切にすることや、困った時に相談しようと

する態度を育成すること等の自殺予防教育について、すべての公立小中学校・県立高校で実

施されています。特に、県立高校では、学校長による「命の講話」を年１回必ず実施してい

ます。 

④「SOSの出し方教育」に関する本県の取組について 

本県では、県立学校や市町村教育委員会に対し、「SOSの出し方教育」を含めた自殺予防教

育を、子供の自殺が増える傾向にある長期休業前後に実施するよう指導しています。また、

県教育委員会として、独自に児童生徒用及び指導者用の自殺予防リーフレットを作成してい

ます。 



⑤「自殺予防教育の指導モデル」開発への協力について 

本県においては、すべての公立学校で自殺予防教育を行っていることから、国が調査研究

を進めるに当たり、各自治体の事例を収集する際に情報提供を行うなど、協力してまいりた

いと考えています。 

⑥いわゆる指導死を疑われる児童生徒への対応等について 

県域の公立学校では、平成 18 年に、いじめを主な原因とする自殺事案の調査において教

員の不適切な言動が認められた事案が、中学校で 1件あります。この事案に際して、当該中

学校を所管する教育委員会で、第三者で構成する調査委員会により原因等の調査を行い、県

教育委員会では、当該教員について懲戒処分を行うとともに、緊急校長会等において、教職

員の言動が児童生徒に大きな影響を持つことを十分に認識し、教職員自身が児童生徒を傷 

つけることがないよう徹底しました。 

自殺予防対策としては、小さな SOS を見逃さず、早期に対応することが重要なことから、

スクールカウンセラーの全校配置のほか、 1 人 1 台端末等によるアンケートの定期的な実

施や、 24時間対応相談電話、SNS相談窓口の周知などに取り組んでいます。 

県教育委員会としては、児童生徒が自ら命を絶つ痛ましい事案が発生しないよう、引き続

き、取組を徹底してまいります。 

⑦詳細調査を行う組織について 

該当の事案が生じた場合には、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家など

のうち事案の性質に応じた外部専門家の参画を図ることとなり、その際には職能団体や大学

等から中立の第三者の推薦をお願いすることになります。なお、調査の先行実施については、

個別の事案に応じて適切に判断すべきものではあるが、聞き取り対象の生徒が卒業間近であ

るなど特段の事情がない限り、専門家の参画する調査組織において、調査の対象者や調査方

法等を十分検討した上で実施することが望ましいと考えています。 

⑧生徒指導に係る教員研修の充実について 



県教育委員会では、いかなる児童生徒に対しても体罰や不適切な指導等は許されないとの

認識のもと、生徒指導提要を踏まえた教員研修を実施しています。具体的には、児童生徒と

接する際の心構えや留意点などについて、初任者研修や中堅教員研修、生徒指導関係研修等

で指導しているほか、各校の校肉研修の充実を図るなど、様々な機会を通して、生徒指導に

係る教員の資質能力の向上に取り組んでいます。 

今後とも、生徒指導提要が示す通り、学校や生徒指導を取り巻く環境の変化を踏まえ、教

員や心理・福祉の専門家、地域の人々などが協働するチ=ム学校として、多様な背景をもつ

児童生徒一人一人を大切にした教育を実践できるよう、各種教員研修の内容の充実に努めて

まいります。 


